
自治体名：京都府 年度：令和２年度

会計：全体会計   

貸借対照表(BS) （単位：百万円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 2,819,333   固定負債 2,639,429

    有形固定資産 2,437,653     地方債等 2,369,780

      事業用資産 665,468     長期未払金 208

        土地 456,036     退職手当引当金 142,024

        立木竹 18,160     損失補償等引当金 686

        建物 575,414     その他 126,732

        建物減価償却累計額 -393,203   流動負債 107,609

        工作物 4,440     １年内償還予定地方債等 78,087

        工作物減価償却累計額 -1,272     未払金 7,351

        船舶 3,761     未払費用 2,413

        船舶減価償却累計額 -3,042     前受金 144

        浮標等 -     前受収益 74

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 15,782

        航空機 -     預り金 3,255

        航空機減価償却累計額 -     その他 504

        その他 - 負債合計 2,747,039

        その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

        建設仮勘定 5,175   固定資産等形成分 2,868,954

      インフラ資産 1,711,965   余剰分（不足分） -2,694,796

        土地 454,987   他団体出資等分 -

        建物 20,475

        建物減価償却累計額 -11,018

        工作物 4,937,050

        工作物減価償却累計額 -3,744,719

        その他 3

        その他減価償却累計額 -

        建設仮勘定 55,188

      物品 121,205

      物品減価償却累計額 -60,985

    無形固定資産 16,032

      ソフトウェア 818

      その他 15,214

    投資その他の資産 365,648

      投資及び出資金 125,630

        有価証券 -

        出資金 125,630

        その他 -

      投資損失引当金 -24,357

      長期延滞債権 3,914

      長期貸付金 42,239

      基金 218,315

        減債基金 178,315

        その他 40,000

      その他 77

      徴収不能引当金 -170

  流動資産 101,862

    現金預金 44,662

    未収金 7,040

    短期貸付金 4,071

    基金 45,550

      財政調整基金 21

      減債基金 45,529

    棚卸資産 37

    その他 836

    徴収不能引当金 -334

  繰延資産 - 純資産合計 174,158

資産合計 2,921,197 負債及び純資産合計 2,921,197

報告書（財務諸表）



自治体名：京都府 年度：令和２年度

会計：全体会計   

行政コスト計算書(PL) （単位：百万円）

科目 金額

  経常費用 1,100,915

    業務費用 448,487

      人件費 213,772

        職員給与費 178,073

        賞与等引当金繰入額 15,758

        退職手当引当金繰入額 12,273

        その他 7,668

      物件費等 204,011

        物件費 77,036

        維持補修費 28,907

        減価償却費 97,880

        その他 189

      その他の業務費用 30,704

        支払利息 14,405

1,390

  経常収益 47,866

        徴収不能引当金繰入額 371

        その他 15,929

    移転費用 652,428

純行政コスト 1,087,608

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 9,183

  臨時利益 391

    その他 53

  臨時損失 34,949

    災害復旧事業費 719

    資産除売却損 1,137

    投資損失引当金繰入額 23,911

報告書（財務諸表）

    資産売却益 338

    使用料及び手数料 18,191

    その他 29,676

純経常行政コスト

      補助金等 638,924

1,053,049

      社会保障給付 12,114

      その他



自治体名：京都府 年度：令和２年度

会計：全体会計   

純資産変動計算書(NW) （単位：百万円）

固定資産 
等形成分

余剰分 
(不足分)

他団体出資等分

前年度末純資産残高 239,005 2,901,227 -2,662,222 -

  純行政コスト（△） -1,087,608 -1,087,608 -

  財源 996,549 996,549 -

    税収等 691,961 691,961 -

    国県等補助金 304,588 304,588 -

  本年度差額 -91,059 -91,059 -

  固定資産等の変動（内部変動） -59,989 59,989

    有形固定資産等の増加 44,146 -44,146

    有形固定資産等の減少 -107,792 107,792

    貸付金・基金等の増加 433,155 -433,155

    貸付金・基金等の減少 -429,498 429,498

  資産評価差額 497 497

  無償所管換等 6,255 6,255

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 - - - -

  その他 19,460 20,964 -1,504

  本年度純資産変動額 -64,847 -32,273 -32,574 -

本年度末純資産残高 174,158 2,868,954 -2,694,796 -

報告書（財務諸表）

科目 合計



自治体名：京都府 年度：令和２年度

会計：全体会計   

資金収支計算書(CF) （単位：百万円）

科目 金額

【業務活動収支】

  業務支出 1,009,906

    業務費用支出 357,478

      人件費支出 220,228

      物件費等支出 106,158

      支払利息支出 14,599

      その他の支出 16,493

    移転費用支出 652,428

      補助金等支出 638,924

      社会保障給付支出 12,114

      その他の支出 1,390

  業務収入 997,633

    税収等収入 683,021

    国県等補助金収入 267,113

    使用料及び手数料収入 17,852

    その他の収入 29,647

  臨時支出 743

    災害復旧事業費支出 719

    その他の支出 24

  臨時収入 3,048

業務活動収支 -9,968

【投資活動収支】

  投資活動支出 361,048

    公共施設等整備費支出 46,535

    基金積立金支出 78,438

    投資及び出資金支出 1,627

    貸付金支出 234,442

    その他の支出 7

  投資活動収入 337,447

    国県等補助金収入 38,543

    基金取崩収入 60,155

    貸付金元金回収収入 234,451

303,877

    地方債等発行収入 303,260

    その他の収入 617

    資産売却収入 532

    その他の収入 3,766

投資活動収支 -23,601

【財務活動収支】

  財務活動支出 251,612

前年度末歳計外現金残高 3,888

本年度歳計外現金増減額 -552

本年度末歳計外現金残高 3,337

本年度末現金預金残高 44,662
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財務活動収支 52,264

本年度資金収支額 18,695

前年度末資金残高 22,631

比例連結割合変更に伴う差額 -

本年度末資金残高 41,326

    地方債等償還支出 250,766

    その他の支出 846

  財務活動収入



会計名

収益事業特別会計
地域開発事業特別会計
港湾事業特別会計
国民健康保険事業特別会計
電気事業会計
水道事業会計
病院事業会計
工業用水道事業会計
流域下水道事業会計

注 記（全体財務書類）

１ 重要な会計方針

（１）作成方法

　一般会計等財務書類と同様の基準に基づき、一般会計等に一部の特別会計（流
域下水道事業特別会計は、地方公営企業法の財務規定等適用に向けての作業を実
施しているところであり、対象範囲から除外しています。）及び公営企業会計を
加えて作成しています。

（２）対象会計範囲

一般会計等の会計区分に加え、次の会計を対象としています。


